別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：障害者福祉費
	事業名: 愛護ふれあいバス事業費補助金（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2614）

E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,621千円（前年度予算額：2,621千円）
	要求内容


	１　要求の内容


在宅の知的障がい者、筋ジストロフィー症の障がい者に見聞を広めてもらうとともに、団体活動への参加を通じた参加者の交流、社会活動への参加訓練を図るため、県内外の文化施設等を愛護ふれあいバス（貸切バス）により訪問する。
	２　所要経費


　愛護ふれあいバス事業費補助金：2,621千円

　国1/2　県1/2　国庫補助［地域生活支援事業］
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	2,621
	1,310
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,311

	要求額
	2,621
	1,310
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,311

	決定額
	2,621
	1,310
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,311


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　在宅の知的障がい者や筋ジストロフィー症の障がい者が、県内外の文化施設等へ愛護ふれあいバスにより訪問し、参加者の交流や社会活動への参加訓練を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	参加者数

(福祉事業所連絡会)
	－名
（H21※）
	840名
(H22）
	824名
(H23）
	未定
(H24)
	同等数
(H25）
	－ ％


	参加者数
(筋ｼﾞｽﾄﾛﾌｨｰ協会)
	－名
（H21※）
	31名
（H22）
	42名
（H23）
	24名
（H24）
	同等数
（H25）
	 － ％



※H22年度より委託事業から補助事業に変更
○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成23年度の取組）

	＜岐阜県障害者福祉事業所連絡会＞
　　各ブロック（岐阜、西濃、可茂・東濃、美濃・飛騨）に分かれて明治村（愛知県犬山市）やなばなの里（三重県桑名市）などを訪れることで、他の作業所との交流を深める。

＜岐阜県筋ジストロフィー協会＞
　　リニア鉄道館を見学することで、筋ジストロフィー症患児者とその家族のふれあいを深める。


（平成23年度の成果）

	＜岐阜県障害者福祉事業所連絡会＞
参加対象者：在宅の知的障がい者とその介護者及びボランティア
参加人数（各ブロックの合計）：824名
＜岐阜県筋ジストロフィー協会＞
参加対象者：筋ジストロフィー症の障害者と介護者等
参加人数：42名


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	本事業は、外出ができない在宅の知的障がい者や筋ジストロフィー症患者の貴重な交流や社会参加の機会となっている。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	利用者の増減はあるが、障がい者の貴重な社会参加の機会としてニーズがある事業である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	平成22年度から委託事業を補助事業に切り替えたことにより、効率化が図られた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　順調に継続している事業であるため、今後とも事業の継続が求められる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　愛護ふれあいバス事業を実施することにより、障がい者同士、また他事業所との交流が図られる。また、文化施設等へ訪問することにより心身がリフレッシュし、新たな活力や就労への意欲増進につながることから、今後も事業を支援していく必要がある。









































